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 景気の後退等、経済上の理由により
事業活動の縮小を余儀なくされ

 雇用調整を行わざるを得ない事業主が

 労使間の協定に基づき一時的な休業等*
を行い雇用維持をした場合に
（*休業/教育訓練/出向）

 休業手当、賃金等の一部が
返却不要の資金として国から助成される制度。
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雇用調整助成金とは?



特例が出た当初は「日本・中国間の人の往来の急減により影響を受ける、か
つ、中国（人）関係による売上高・客数等が全売上高等の10％以上の事
業主」という条件がありましたが、追加措置で現在のように拡大されました。

対象の拡大（2月28日 追加措置）

新型コロナウイルスの影響により事業活動の縮
小を余儀なくされた事業所は、
この助成金の受給要件が緩和されます。

⃞取引先が事業活動を縮小し、受注が減少した。
⃞国や自治体等からの市民活動の自粛要請を受けて
外出等が自粛され、客数が減少した。

⃞風評被害により観光客が減少した。

例）新型コロナウイルス感染症の影響で・・・
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休業等の初日が令和2年1月24日～7月23日までの
場合に今回の特例が適用されます。

Point すでに休業等を実施している場合でも
特例の対象となります。
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特例の適用期間



1人1日 8,330円が上限

 支給限度日数 1年間で100日
 教育訓練の場合 別途1人1日1,200円を加算
 残業相殺 休業や教育訓練を行った判定基礎期間内に支給

対象者が残業をしていた場合は残業代相当額を控除。

助成率
中小企業への□ 休業手当

□ 出向元の給与負担
□ 教育訓練時の賃金

2/3
※大企業は1/2

（雇用保険の基本手当日額の最高額／令和2年3月1日現在）
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助成内容と支給額



通常制度 新型コロナ特例

休業等に係る
計画届

休業等に係る計画届の
事前の提出が必要

令和2年５月31日までに提出すれば
事後届け出OK

売上等の減少
（生産指標の要件）

最近３か月の平均が
前年同期に比べ10％以上減少

最近1か月の値が
前年同期に比べ10％以上減少

雇用量
（雇用指標の要件）

最近3か月の雇用量が前年同期に比べ
一定以上増加していないこと 雇用量が増加していてもOK

事業所設置後
の期間

事業所設置後１年以上
（各指標を前年と比較する）

事業所設置後１年未満でもOK
（１年未満は令和元年12月と比較）

対象労働者
3/10追加緩和

雇用保険被保険者として
継続雇用６ヶ月以上

新卒など雇用保険被保険者としての
継続雇用６ヶ月未満も対象

過去に受給
していた場合

前回の満了日から1年の
クーリング期間を経ていること。

クーリング期間を撤廃
１年未経過でもOK

３年間での受給上限150日まで 過去の受給日数にかかわらず
今回の受給上限100日まで支給
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特例で緩和された要件



 雇用保険適用事業主であること
 支給のための調査に協力すること

⃞ 審査に必要な書類の整備・保管
⃞ 労働局等の求めに応じた速やかな書類提出
⃞ 労働局等の実地調査を受け入れる

（必要書類の例）対象になった労働者の
 労働者名簿
 賃金台帳（休業手当の支払状況）
 出勤簿 など
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その他の主な要件

 不支給要件に該当しないこと（不正受給歴等）
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対象労働者

休業等の対象となりうる雇用被保険者で以下を除く者すべて。

① 退職が決定している者（決定するまでは対象者）
② 日雇労働被保険者
③ 特定就職困難者雇用開発助成金等の

支給を事業主が受けている対象者

対象の拡大（3月10日 追加措置）

今回の特例では、通常制度では対象外とされている、新規学卒採用者
など、雇用保険被保険者として継続して雇用された期間が、６ヵ月未満
の労働者についても助成対象となります。
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支給までの流れ

※1 判定基礎期間 計画や支給申請の単位となる期間。
基本的には1か月単位（賃金締め切り期間と同じ）。

支
給
・
不
支
給

事
業
の
縮
小

 休業等の開始前日までに提出(初回のみ2週間前まで)
 判定基礎期間※1ごとに計画届と支給申請を行う
 最大3期間分まで同時手続き可

休業等の実施

休
業
の
計
画
・
労
使
協
定

概
ね
2
か
月
程
度

通常時

＜特例＞計画届の事後提出

休業等の実施
（1～3期間） 2か月以内

計画届

計画届

 令和2年５月31日までに計画届を提出
 計画届と支給申請は1度にまとめて行う

支給
申請

支給
申請
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初回届出時の必要書類 （休業の場合）

※教育訓練、出向の場合は労働局にご確認ください。

様式第1号(3) 休業等実施計画届
→休業予定日、規模等を記載

様式特第４号 雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書
（新型コロナウイルス感染症関連）
→事業縮小の状況を記載

添付書類① 労使協定書に関する書類
⃞労使協定書
⃞労働者代表確認書類

添付書類② 事業所の状況に関する書類
⃞生産指標のわかる書類（届出前月の数値で確認）

生産量・販売量・売上高等がわかるもの
⃞所定労働日、時間や賃金制度等のわかる書類 等

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080400.html
【厚労省】雇用調整助成金の様式ダウンロード



書類
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様式第1号(3) 休業等実施計画届



書類
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様式特第４号 雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書
（新型コロナウイルス感染症関連）



書類
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労使協定書

① 休業の実施予定時期・日数
② 休業の時間数
③ 対象となる労働者の範囲及び人数
④ 休業手当額の算定基準

□ 労使協定で最低限定める事項

休業等は「労使協定」に基づき
実施される必要があります。

 労働組合
（労働者の過半数で組織）

 従業員代表者
（労働者の過半数を代表する者）

□ 従業員代表者

※労働者代表選任届により適切に選任されたことを確認



「休業」の条件
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⃞労使間の協定に基づく実施である
⃞事業主が自ら指定した対象期間内（1年間）に行われること
⃞1日の平均賃金の60％以上の休業手当を支払う

（労働基準法第26条に違反していないこと）
⃞所定労働日の所定労働時間内の実施である。
⃞休業等規模要件を満たすこと
⃞全日休業または短時間休業

※ストライキ・有給・疾病等による休職・休業は支給対象とならない

全日休業 一部労働者のみでもOK

短時間休業
（30分単位）

１時間以上、かつ、全対象労働者一斉*
*シフト制や有給取得者がいる場合は、短時間休業中に
事業所の対象労働者が一人も就労していなければOK。

単に事業所が営業を休むことをいうのではなく、
所定労働日に対象労働者を出勤させずに休ませるもの。
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所定労働
延日数の１/２０

休業又は教育訓練の
延日数 ≧

判定基礎期間※1における対象労働者※2の

「休業等規模要件」

※大企業は1/15

（例）対象労働者50名の事業所で10名が10日休業

10名×休業10日
＝延べ100日

50名×所定労働20日×[1/20]
＝延べ50日≧

※1 判定基礎期間 計画や支給申請の単位となる期間。
基本的には1か月単位（賃金締め切り期間と同じ）。

※2 対象労働者 休業等の対象になりうる全ての雇用被保険者



⃞労使間の協定に基づく実施である
⃞事業主が自ら指定した対象期間内（1年間）に行われること
⃞1日の平均賃金の100％を支給

（労働契約又は就業規則に別途定めが無い場合）
⃞所定労働日の所定労働時間内の実施であること
⃞全日または半日（3時間以上）に渡って実施されること
⃞受講者は、当日は全日に渡り当該育訓練以外の業務に就かないこと

（半日訓練であってもNG。ただし、当日の残りの時間を休業させることは可能）

⃞事業所内訓練の場合は、生産ラインまたは就労の場における
通常の生産活動と区別して事業主が自ら実施すること。

⃞事業所外訓練の場合は、訓練主体が事業主でないこと。
⃞休業等規模要件を満たすこと

16

職業に関連する知識、技術を習得させ、または向上させることを
目的とする教育、訓練、講習等であること。

「教育訓練」の条件



※以下のような教育訓練は助成金の対象外です。
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① 職業に関する知識、技能または技術の習得または向上を目的としないもの
（例:意識改革研修、モラル向上研修、寺社での座禅等）

② 職業または職務の種類を問わず、職業人として共通して必要となるもの
（例:接遇・マナー講習、パワハラ・セクハラ研修、メンタルヘルス研修 等）

③ 趣味・教養を身につけることを目的とするもの
（例:日常会話程度の語学の習得のみを目的とする講習、話し方教室 等）

④ 実施目的が訓練に直接関連しない内容のもの（例:講演会、研究発表会、学会 等）

⑤ 通常の事業活動として遂行されることが適切なもの（例:自社の商品知識研修、QCサークル等）

⑥ 当該企業において通常の教育カリキュラムに位置づけられているもの
（例:入社時研修、新任管理職研修、中堅職員研修、OJT等）

⑦ 法令で義務づけられているもの

⑧ 事業所内で実施する訓練の場合で通常の生産ラインで行われるものなど、
通常の生産活動と区別がつかないもの、または教育訓練過程で生産されたものを販売するもの

⑨ 当該教育訓練の科目、職種等の内容についての
知識または技能を有する指導員または講師により行われないもの

⑩ 指導員または講師が不在のまま自習等を行うもの

⑪ 転職や再就職の準備を目的としたもの

⑫ 過去に行った教育訓練を、同一の労働者に実施するもの

⑬ 海外で実施するもの

⑭ 外国人技能実習生に対して実施するもの
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出向
について

⃞労使間の協定に基づく実施である
⃞出向労働者の同意を得ていること
⃞事業主が自ら指定した対象期間内（1年間）に開始されること
⃞雇用調整のみを目的としている

NG例①人事交流・経営戦略・業務定期・実習が目的
NG例②出向者を交換しあう

⃞出向期間は3ケ月以上1年以内
⃞出向終了後は出向元に復帰させ、6カ月以内に再度出向させない。
⃞賃金は出向前と概ね同じ額を支払う
⃞賃金は出向元・出向先が合理的割合で分担（どちらかの全部負担はNG）
⃞出向元と出向先の間で締結された契約であること

出向元 ⃞助成金の対象となる労働者や、本助成金の出向者を受け入れていない

出向先

⃞出向元との関係に、資本的・経済的・組織的な独立性があること
⃞雇用保険の適用事業所であること
⃞受入れの前後6ヶ月間、雇用被保険者を会社都合で離職させていない
⃞受け入れに際し、本助成金の対象となる出向を行っていない

「出向」の条件
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当資料は、制度の概要を抜粋したものです。
詳細な条件は厚生労働省HPにてご確認ください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL
07.html
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（参考）リーマン・ショック翌年の雇用調整助成金の活用

労働政策研究・研修機構（JILPT）労働政策研究報告書No.187 （2001-2014）


